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研究成果の概要（和文）：この研究は、コンピュータ上に疑似人格をもった主体を設定して、それを多数動かすことで
、環境市場への政策の効果を事前に推測することを目的としたものである。これまで経済政策の事前評価は、産業連関
表を用いて、あらゆる条件が現在と変わらないことを前提とした上で、大まかな金額を推定するしかなかった。しかし
、この方法を用いると、条件が変化する成長市場への政策効果を考えることができる。
　本研究では、アンケートを通じて得られた人々の実際の意識の変化をモデルの中に組み込むことで、変化する市場を
よりリアリスティックに表現したことがオリジナルな成果である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to develop advanced assessment of effect of a policy 
on eco-markets with multi-agent based computer simulation. We had had only the analysis with an inter-indu
stry relation table as advanced evaluation which had to assume unchanged condition in future. It had been 
pointed out that unrealistic assumption. However, new method of analysis that is developed in this project
 can discuss a developing market that all conditions are changing.
    Moreover, the original point of this study is to build actual data of "conscious" that is gleaned from
 a questionnaire in the agent based model.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究を立案・開始したときは、東日本大震

災以前であり、まだ CO2 排出量削減に原子力

発電の活用が最も有効であると信じられて

いた時代であった。本研究では、そのような

状況の中で、北海道における環境市場の育成

のためにどのような政策が最も効果がある

かを考えることが目的であった。 

 しかし、福島第一原発の事故以降、我が国

のエネルギー政策は複雑な困難を抱えてし

まい、これまでのように CO2 の国際的な削減

の流れに乗っていればいいという時代が終

わってしまった。本応募研究は原発が全部止

まった状況下での、北海道の環境市場を考え

るプロジェクトに性格を変えてしまった。 

 ただし、根本的な問いである情報量の増加

と人々の知識と意識の変化という枠組みは

かわらない。むしろ、「環境問題」が単純で

はないということが人々に知れ渡ったため、

当初の仮説であった「知識と意識の無相関

性」が実証される結果となった。 

 
２．研究の目的 
本研究はエージェントの接点確率を利用し、

エージェントベースモデルを構築し環境政

策の事前評価をおこなうことを目的とする。

主な研究目標は次の二つである。 

 

(1) 滋賀県と北海道におけるフィールドワ

ークを通じて収集したデータをネット

ワーク分析にかけ、その結果をシミュ

レーションの中に組み込む方法の開発。 

(2) 実際のデータから得られた接触確率を

利用して、環境市場の生成のプロセス

を明らかにし、その成長段階に応じた

適切な政策方針を探る。 

 

本研究で開発したモデルを利用して行うの

が，環境市場の生成と政策評価である。本研

究計画では，最終的にモデル内の補助金や情

報供給などの政策変数を変化させた場合に，

各経済主体の行動がどのように変わるかを

推測する。そのためには，すでに開発した認

知枠組み付きのエージェントモデルを採用

し，アンケート調査によって得られた地域間

や時系列のデータを組み込むことが計画さ

れている。この手法を用いれば，従来よりも

エージェントベースモデルの具体的な政策

評価への応用範囲が広がると考えられる。 
 
３．研究の方法 
本研究計画は，研究代表者がこれまで行っ

てきたエージェントベースモデル作成の経

験を元に，複雑な環境市場とその政策を考

察することを目的とした。平成 23 年度は、

すでに終了したパイロット調査を元に，滋

賀県と北海道でのフィールドワークを行い

必要なデータを収集，整理した。 

平成 24 年度は、認知枠組み付きエージェ

ントベースモデルを作成し、データを組み

込んで試行実験をおこなった。この際、モ

デルで読み込むデータ量が増え，エージェ

ントの内部構造とエージェント間の相関が

複雑になったため、計算量が大幅に増加し

た。そこで，本研究では，コア数 16 のコ

ンピュータを採用し、並列計算を行って対

処した。 

続いて、平成 25 年度は、シミュレーショ

ン結果を、再度の北海道内での意識調査と

突き合わせ、その妥当性の検証を行った。

これは、本研究の関連研究が東日本大震災

前に開始されており、そのときに収集され

たデータの現在での信憑性に疑問があった

からである。その結果、人々の環境に関す

る知識は、発信される情報量には一定の相

関を持つが、知識が増えたからといって、

環境に対する意識が改善するとは限らない

ことが明確になった。 

さらにこの研究が地方経済における補助

金等の効果に応用できることがわかったの

で、北海道の UI ターン労働市場の分析へ

の応用を始めた。 



 

４．研究成果 

まず、アンケートの結果、滋賀県と北海道を

比較すると環境問題に対する知識に関して

は、北海道の方が著しく低いが、環境意識自

体は、両地域に大きな差は見られなかった。

特に、滋賀県民は水資源の改善による税金、

北海道民は、代替的クリーンエネルギー導入

による電気代の上昇に1,000円以上の追加の

支払いの用意があることは特筆に値する。 

 また、これらのデータに基づいたシミュレ

ーションの結果は、意識と行動の間の相関の

高さを示していたが、情報の配布は意識の向

上にあまり寄与しない状況がありうること

を示した。これは、ある情報に対してネガテ

ィブな考えを持つ人の見解が、ネットワーク

を通じて他の人に伝わり、意見を変えさせる

よりもむしろ判断材料がなくなることで困

惑し、意識が低下する状況があり得ると考え

られる。これは、一般の消費財が消費者のコ

マーシャルへの接触頻度などで売り上げが

変わると考えられていることとは異なり、環

境市場の形成の複雑さを物語っているとも

言える。 

 今回のシミュレーションモデルでは、人々

が情報を判断する枠組みが恣意的であり、一

定時間内に情報の正誤がつかない（矛盾する

情報を持っている）場合は、判断を放棄し他

の人に依存することを仮定した。しかし、こ

の仮定がかなり恣意的であることは否めな

い。したがって、今後、認知科学の研究を取

り込み、このメカニズムを根拠あるものに置

き換えなければならない。 
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